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軍拡ではなく安心して暮らせるための予算を！ 

総がかり行動実行委員会「１９日行動」に 700人  
総がかり行動実行委員会は、２月 19 日夜、「軍事費ではなく暮らしに回せ！選択的夫婦別姓実現 

を！The END自民党政治 2･19国会議員会館前行動」を行い 700人が参加しました。日本共産党の伊 

藤岳参議院議員、沖縄の風の高良鉄美参議院議員、社民党の福島瑞穂参議院議員があいさつ。韓国か 

らの連帯メッセージが紹介されました。  

総がかり行動実行委員会の染裕之共同代表が主催者あいさつ。「予算審議の山場だが、与党が過半

数割れの状況下で数の力で強行されるということになっていない。高額療養費の自己負担限度額の引

き上げは、病気の方の負担を増やすものであり、凍結か白紙撤回しかない。物価高騰、子どもの貧

困、インフラの整備など安心して暮らせるための予算にしていくことが重要」と強調しました。  

「金八」デモの西田照子さんは、「八王子で毎週金曜日に脱原発デモを行っている。環境省は除染 

しフレコンパックに詰められた放射性土壌(東京ドーム 11杯分)をいっぱいになったからと、道路や 

農地、堤防などに再利用しようとしている。核廃棄物であり、集中管理が必要なのに全国に運ばれれ 

ば空気中に危険物が飛散することになる」と指摘しました。  

在日ビルマ市民労働組合のミンスイさんは、「ミャンマーが特殊詐欺の拠点になっているが原因は 

クーデター。軍備ではなくくらしが大事。どこの国の戦争も止めるためがんばろう」と訴えました。  

市民連合フェミブリッジの西山千恵子さんは、「塩漬けにされてきた選択的夫婦別姓がようやく動 

こうとしている。実現させたい。男女賃金格差、女性の貧困、性暴力などなくしていきたい。３月は 

全国でフェミブリッジの行動が行われる。東京では３月９日に新宿駅東南口で行うので参加してほ 

しい」と呼びかけました。  

大軍拡反対請願署名を大きく広げよう  
憲法共同センターの木下興さんが行動提起。「総がかり行動実行委員会では、新署名『税金はくら 

しの拡充に 戦争準備の軍拡は中止して、憲法、平和、いのち、くらしを守る政治への転換を求める 

請願署名』(大軍拡反対請願署名)に取り組むことを提起した。7月の参議院選挙までにこの署名を大 

きく広げよう」と呼びかけました。  

※署名用紙をこのニュースの最後に掲載します。 

 

重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する

法律案（いわゆる「能動的サイバー防御」法案）に関する会長声明 
政府は、本年２月７日、①官民連携（情報共有、政府から民間事業者等への対処調整、支援等の取

組強化等）、②通信情報の利用（日本に対するサイバー攻撃の実態を把握するため、通信情報を利用

し、分析）、③アクセス・無害化措置（サイバー攻撃による重大な危害を防止するための警察・自衛

隊による措置等を可能とし、その際の適正性を確保するための手続を新設）等を内容とする重要電子

計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律案及びその施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律案（以下合わせて「本法案」という。）を国会に提出した。 

同法案は、基幹インフラ等に対するサイバー攻撃への対処能力を高めることを目的としており、本

法案が規定する官民連携等については一定評価し得るところである。 

しかし、本法案中、通信情報の利用及びアクセス・無害化措置については、国会における慎重な審

議が必要である。 
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当連合会は、「個人が尊重される民主主義社会の実現のため、プライバシー権及び知る権利の保障

の充実と情報公開の促進を求める決議」（２０１７年１０月６日人権擁護大会）において、プライバ

シー尊重の観点から、「公権力が自ら又は民間企業を利用して、あらゆる人々のインターネット上の

データを網羅的に収集・検索する情報監視を禁止すること」を求めている。本法案における通信情報

の利用については、不特定の人や回線を対象として行うものであり、「インターネット上のデータを

網羅的に収集・検索する情報監視」に該当する可能性がある。また、通信当事者のメールアドレスな

ど、個人の交流や取引関係を推知し得る情報も選別され、対象となるものであり、通信の秘密の観点

から重大な懸念を持たざるを得ない。国会審議においては、通信情報の利用が網羅的な通信情報の利

用に該当するのではないか、日本国憲法や自由権規約が保障する通信の秘密やプライバシー権との関

係で正当化し得るのか否かという観点からの審議が慎重になされる必要がある。 

また、本法案が内容とするアクセス・無害化措置については、主に国外に所在する攻撃サーバ等を

対象にすることが想定されており、内閣官房内に設置されていた「サイバー安全保障分野での対応能

力の向上に向けた有識者会議」は、当該攻撃サーバが所在する他国の主権との抵触が問題となること

を前提に、緊急避難法理により違法性が阻却され得るとしている。この緊急避難が適用されるために

は重大かつ急迫した危険や唯一手段性等の要件が必要とされるところである。国会審議においては、

アクセス・無害化措置がなされることが想定される事例に即して、本法案がこれらの緊急避難の要件

を充足するものとなっているかなどについて慎重な審議を行うことが求められる。 

よって、当連合会は、本法案の審議に当たっては、通信情報の利用及びアクセス・無害化措置に関

し、上記のとおり指摘した懸念や課題事項について、慎重な検討を行うことを求める。 

 

トランプ大統領 ゼレンスキー大統領を「独裁者」 欧は反発 
 アメリカのトランプ大統領はロシアによる侵攻が続くウクライナのゼレンスキー大統領について

「選挙なき独裁者」と重ねて呼んで強く批判しました。これに対しヨーロッパ各国で反発が広がって

います。 

 トランプ大統領は 19日、南部フロリダ州で開かれたイベントで演説し、ウクライナのゼレンスキ

ー大統領について「選挙の実施を拒否している。実際のウクライナでの世論調査では支持率は低い。

すべての都市が破壊されているのに、どうして高い支持率を得られるだろうか」と述べました。 

 その上で「選挙なき独裁者であるゼレンスキーはもっと迅速に動くべきだ。そうしなければ、国が

残らないだろう。戦争は悪い方向に向かっている」と強く批判しました。 

 トランプ大統領はこれに先立ち SNSでも、ゼレンスキー大統領について「選挙なき独裁者」と投稿

していました。 

トランプ大統領は、18日もウクライナで大統領選挙を実施すべきだという考えを示唆するとともに

ゼレンスキー大統領の支持率について「4％の低さだ」と発言しました。 

ゼレンスキー大統領「偽情報の空間に生きている」 
これに関してゼレンスキー大統領は 19日、記者会見し、トランプ大統領について「アメリカ国民

のリーダーとして非常に尊敬しているが、残念ながら偽情報の空間に生きている」と述べ、ロシアが

発信する偽の情報を信じるなど、ロシアの影響を強く受けていると警戒感を示しました。 

 その上で「何者かが今すぐ私をかえたいと思ってもそうはならないだろう」と述べました。 

 ゼレンスキー大統領の支持率をめぐっては、ウクライナの調査機関「キーウ国際社会学研究所」が

19日、今月 4日から行った世論調査の結果を公表し、去年 12月に行われた前回の調査結果と比べて

5ポイント上昇し、57％だったとしています。 

トランプ氏就任 1 か月 大幅な方針転換 反発や懸念の声もヨーロッパ各国で反発広がる 
これに対し、イギリス首相府はスターマー首相とゼレンスキー大統領の電話会談についての声明の

中で「民主的に選ばれた指導者としてのゼレンスキー大統領に対する支持を表明した」と強調したほ

か、ドイツのショルツ首相は SNSで「ゼレンスキー大統領の民主的な正当性を否定するのは単純に間

違っていて危険だ」と批判し、ヨーロッパ各国で反発が広がっています。 

また、国連の報道官も記者会見で「ゼレンスキー大統領は正当な選挙を経て在職している」と述べ

ています。 

 



 スウェーデンのクリステション首相は 19日、報道陣からの質問に対し、「正しくない説明だ。戦争

を始めたのはロシアだ。ゼレンスキー大統領は民主的に選ばれている」と述べました。 

そして、ソーシャルメディアで激しい内容の投稿があったとしても冷静にふるまうべきだと強調し

ました。 

 

お詫び 前号を 1556号と記載しましたが、1555号の間違いでした。お詫びし、訂正します。 

 

 



 


